
- 1 - 

 

 会 議 結 果 報 告 書 

 

 

 

議題１：令和３年度（２０２１年度）予算編成方針について 

 担当部課等 財政課 

 説 明 者 政策部長、財政課長、課長代理（財政担当） 

 提 案 理 由 付議事案書「目的・必要性」のとおり 

 決定等を要する事項 付議事案書「決定等を要する事項」のとおり 

 

会 議 経 過 

(説明・意見等) 

【説明】 

 資料に基づいて説明 

【質疑及び意見等】 

（意見） 

 業務運営費の１０％削減については、一律で安易に削減し、

本当に必要な部分を削ることの無いよう、各課には選択と集中

を意識した要求をさせた上で調整を行うこと。 

 

 会 議 結 果  原案了承 

 
 

議題２：秦野市市税条例の一部を改正することについて 

 担当部課等 市民税課、資産税課 

 説 明 者 総務部長、市民税課長、資産税課長、課長代理（税制収納管理担当） 

 提 案 理 由 付議事案書「目的・必要性」のとおり 

 決定等を要する事項 付議事案書「決定等を要する事項」のとおり 

 

会 議 経 過 

(説明・意見等) 

【説明】 

資料に基づいて説明 

【質疑及び意見等】 

Ｑ．固定資産の現所有者の申告について、本市では山林が多く、

相続人が不明となっている共同所有の土地が多い。新東名の

用地買収等で国も対応に苦慮していた様子だが、そのような

ものの解消に繋がるのか。 

Ａ．固定資産税として課税する土地であれば、現所有者が判明
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することに繋がると思われるが、非課税となるような土地ま

では対象とならない。 

国は、東日本大震災以降、所有者不明の土地を減らすよう

自治体に様々な照会をしており、それに協力をしている。今

後も国の動向を確認し、研究していく。 

 

 会 議 結 果 原案了承 

 
 

議題３：秦野市債権の管理等に関する条例の一部を改正することについて 

 担当部課等 債権回収課 

 説 明 者 総務部長、債権回収課長、課長代理（債権回収第一担当） 

 提 案 理 由 付議事案書「目的・必要性」のとおり 

 決定等を要する事項 付議事案書「決定等を要する事項」のとおり 

 

会 議 経 過 

(説明・意見等) 

【説明】 

資料に基づいて説明 

【質疑及び意見等】 

Ｑ．用語の改正とあるが、専決処分の報告とせず、議案とする理

由は何か。 

Ａ．条例の改正については、本市が独自の判断をする余地がな

い場合に限り、専決処分できることとなっている。今回の改

正は、市税に準じる債権について、これまでと同様に市税に

準じて延滞金を算出するという本市独自の判断をするもので

あるため、議案とするもの。 

 

 会 議 結 果 原案了承 

 
 

―以上― 


